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　日本年金機構は平成28年２月29日、第２期中期目標（平成26年４月１日～平成31年３月31日）の変更を行った。これは、平
成27年６月に明らかとなった不正アクセスによる情報流出事案後に提示された「不正アクセスによる情報流出事案に関する調
査結果報告」等を受けて、「内部統制システムの有効性確保」、「情報公開の推進」、「個人情報の保護」等の改革を進める方針を
盛り込んだことによる。

【内部統制システムの有効性の確保】
　組織の意思決定が正しく行われ、正確・迅速に伝わり着実に実行されるために組織の一体化と内部統制の有効性を確保する
観点で改革を行うこと、縦割りを排除し本部と現場の一体化を図ること、業務効率化・合理化や現場実態を踏まえたルール遵
守の仕組みを作ることなどが追加された。

【人事及び人材の育成】
　国民のために努力する職員を高く評価し、リーダーシップや専門性の高い職員を養成することで国民の年金を確実に守る人
材を育成することなどが追加された。

【情報公開の推進】
　情報開示体制を見直し、日本年金機構の内部及び厚生労働省との間の情報共有を強化することが追加された。

【個人情報の保護】
　情報セキュリティについては、サイバー攻撃にも対応できるよう組織面・技術面・業務運営面などの見直しと強化すること
が追加された。

　年金積立金管理運用独立行政法人は平成28年３月１日、「平成27年度第３四半期運用状況」を公表した。これによると、平成
27年度第３四半期の期間収益率は3.56％で、市場運用が開始された平成13年度からの年収益率は2.99％となった。期間収益
額は４兆7,302億円で、累積で50兆2,229億円となった（図１）。平成27年度第３期四半期末現在の運用資産額は139兆8,249
億円であった。
　運用資産別に構成割合をみると、国内債券が37.76％で最も高く、次いで国内株式、外国株式、外国債券となっている（図２）。
　この時期の運用環境を資産別に分析すると、国内債券は日銀による金融緩和期待が高まる一方で高値警戒感がくすぶってい
たことにより0.3％台で推移していた利回りが12月になると、日銀が金融緩和補完的措置を決定し0.2％台まで低下し通期で
は0.28％の利回りとなった。国内株式は、米国の利上げ見通しの後退、欧州中央銀行の追加金融緩和示唆、中国の追加金融緩
和決定などにより上昇し通期で9.83％の利回りとなった。一方で外国債券は通期で小幅上昇したが、円ベースの収益率は対ユ
ーロでの円高によりマイナス幅が拡大した。外国株式は収益率に波があったが、円ベース収益率は通期で5.28％に上昇した。

　日本年金機構が中期目標を変更

　年金積立金の平成27年度第３四半期は3.56％の収益率
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■図１　市場運用開始後の累積収益額（平成13年度～平成27年度第３四半期）

■図２　運用資産別の構成割合（年金積立金全体）

　老齢厚生年金の計算にあたり平均標準報酬額の算出に必要な「再評価率」の平成28年度改定分を当編集部で試算した（表１）。
再評価率は毎年改定されるが、平成28年度は、物価変動率1.008、実質賃金変動率0.992、可処分所得割合変化率0.998、名目
手取賃金変動率0.998、となっているため、法律の規定により４年度前の平成25年３月以前の被保険者期間までは平成27年度
と同じであるが、３年度前の平成25年４月以降の被保険者期間については平成27年度と異なっている。

　平成28年度再評価率を試算
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表１　平成28年度の再評価率
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　厚生労働省は平成28年２月26日、平成27年12月末現在の国民年金保険料の納付率を公表した。
【平成25年度分（過年度２年目）の納付率】
　平成25年度末からプラス8.4ポイントの69.3％であった。これは平成25年４月～平成26年３月分の保険料のうち、平成27
年度12月末までに納付された月数の割合である。平成27年度末時点の目標は、平成25年度末からプラス7.0ポイントであった
ため、目標値は達成された。
【平成26年度分（過年度１年目）の納付率】
　平成26年度末からプラス3.3ポイントの66.4％であった。これは平成26年４月～平成27年３月分の保険料のうち、平成27
年度12月末までに納付された月数の割合である。平成27年度末時点の目標は、平成26年度末からプラス4.0ポイントであった
ため、目標値を下回った。
【平成27年４月～平成27年11月分（現年度分）の納付率】
　対前年同期比マイナス0.9％の58.9％であった。平成27年度末時点の目標は、前年度実績からプラス1.0ポイントであった。
　なお、平成27年４月～12月分の強制徴収の実施状況は、最終催告状送付が78,853件（前年同期比16,912件増）、督促状送付
が29,655件（前年同期比8,998件減）、財産差押が2,871件（前年同期比6,396件減）であった。

　平成27年12月末現在国民年金保険料の納付率は現年度分で58.9％
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